
北本市自治基本条例（案） 
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 附則 

 私たちのまち北本市は、江戸時代初期に整備された中山道が市域のほ

ぼ中央を南北に走り、西端には、かつて当地と江戸とを結ぶ舟運が発達

した荒川が流れるまちです。 

 先人たちは、その中山道や荒川、武蔵野の面影を現在に残す雑木林等、

恵まれた立地条件と自然環境のなかで、知恵と工夫と努力により、日々

の生活を営みながら、歴史と文化と豊かな自然を現在に残してきました。 

 私たちは、今、地方分権の時代を迎え、自らのことは自らが決し、そ

の責任は自らが負うという原則のもとに、市民主権の地方自治を確立し、

誰もが安心して生活できる個性豊かな自立したまちをひらいていくこと

が求められています。 

 また、私たちは、一人ひとりが個人として尊重され、安全を享受して

安心して生活することができる「緑にかこまれた健康な文化都市」の実

現に努めるとともに、先人たちが残してくれた豊かな自然を次世代へと

引き継いでいかなければなりません。 

 そのためには、市民は、まちづくりの主役となり、市と情報を共有し



て、自らの責任においてまちづくりに参加し、市は開かれた市政の確立

と市民の参画が可能な仕組みづくりに努め、市民と市とが協働してまち

づくりを進める必要があります。 

 このような認識のもとに、私たちは、北本市におけるまちづくりの基

本原則とその基本的な事項を明らかにし、誰もが安心して生活できる個

性豊かな自立したまちをみんなの力で築くため、ここに北本市自治基本

条例を定めます。 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、北本市におけるまちづくりの基本原則を明らかに

するとともに、まちづくりの主役である市民の権利及び責務、議会及

び市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）の責務並びにま

ちづくりに関する基本的な事項を定めることにより、市民のまちづく

りへの参加並びに市民及び市の協働の推進を図り、もって誰もが安心

して生活できる個性豊かな自立したまちを実現することを目的とする。 

 （この条例の位置付け） 

第２条 この条例は、北本市におけるまちづくりの最高規範であり、他

の条例、規則等の制定改廃に当たっては、この条例を最大限に尊重し

なければならない。 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

⑴ 協働 対等の立場で共通の目標に向けて、協力することをいう。 

⑵ 参画 市長等が実施する施策、事業等の計画策定、実施及び評価

の各過程に参加することをいう。 

   第２章 まちづくりの基本原則 

第４条 市民及び市は、それぞれが持つまちづくりに関する情報を共有

するものとする。 

２ 市民は、まちづくりの主役であることを認識し、積極的にまちづく

りに参加するものとする。 



３ 市長等は、市民の意思を市政に反映させるため、市民の参画の機会

を保障するものとする。 

４ 市民及び市は、それぞれの責務を踏まえ、協働してまちづくりを進

めるものとする。 

   第３章 まちづくりの主体の責務等 

    第１節 市民 

 （市民の権利及び責務） 

第５条 市民は、市政に関する情報を知る権利、参画する権利及び行政

サービスを等しく受ける権利を有する。 

２ 市民は、納税の義務及び行政サービスに伴う使用料等を負担する義

務を果たさなければならない。 

３ 市民は、市民相互の連携に努めるものとする。 

（事業者の権利及び責務） 

第６条 事業者は、市政に関する情報を知る権利及び参画する権利を有

する。 

２ 事業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、

地域社会との調和を図るよう努めるものとする。 

３ 事業者は、事業を行うに当たっては、住環境に配慮し、市民が安心

して住むことができるまちづくりに寄与するよう努めるものとする。 

    第２節 議会 

 （議会の責務） 

第７条 議会は、市政運営への監視機能を高めるとともに、市民福祉の

向上に努めなければならない。 

２ 議会は、北本市の意思決定機関として、市民の意思が市政に反映さ

れることを念頭に、活動しなければならない。 

３ 議会は、議会に関する情報を市民に分かりやすく説明する責任を有

するとともに、開かれた議会運営に努めなければならない。 

 （議員の責務） 

第８条 議員は、市民の信託にこたえ、公平、公正かつ誠実に職務を遂

行しなければならない。 

    第３節 市長等 



 （市長の責務） 

第９条 市長は、第４条の基本原則にのっとり、この条例の目的の達成

のために必要な施策を講じなければならない。 

２ 市長は、北本市の代表者として市民の信託にこたえ、公平、公正か

つ誠実に市政運営に当たらなければならない。 

３ 市長は、市民に分かりやすく、機能的かつ効率的な組織を構築しな

ければならない。 

４ 市長は、職員を適切に指揮監督するとともに、その能力及び知識の

向上を図らなければならない。 

 （他の執行機関の責務） 

第１０条 市長を除く執行機関は、その職務に応じて市長と同等の責務

を負い、他の執行機関と協力して市政運営に当たらなければならない。 

（職員の責務） 

第１１条 職員は、全体の奉仕者として、公平、公正かつ誠実に職務を

遂行しなければならない。 

２ 職員は、常に研鑚に努めるとともに、職員相互に連携し、及び協力

するものとする。 

３ 職員は、自ら積極的に市民と連携し、まちづくりに取り組まなけれ

ばならない。 

   第４章 市政運営 

 （総合計画等） 

第１２条 市は、第４条の基本原則にのっとり、総合的かつ計画的な市

政運営を図るための基本構想及びこれを実現するための計画（以下

「総合計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長等は、総合計画に基づく市政運営を行わなければならない。 

 （行政評価） 

第１３条 市長等は、効果的かつ効率的な市政運営を行うため、行政評

価を実施し、その結果を市政運営に反映させるよう努めなければなら

ない。 

２ 市長等は、行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するとともに、

市民が意見を述べる機会を設けなければならない。 

さん 



 （行政手続） 

第１４条 市長等は、処分その他の行政手続について、別に条例で定め

るところにより、公正の確保と透明性の向上を図り、市民の権利利益

を保護しなければならない。 

（説明責任） 

第１５条 市長等は、実施する施策、事業等の計画策定、実施及び評価

に当たり、その内容、必要性等を市民に分かりやすく説明しなければ

ならない。 

 （財政運営及び財産管理） 

第１６条 市長は、中長期的な財政の見通しの下に、健全な財政運営を

行わなければならない。 

２ 市長は、自立的な財政基盤の強化に努めるとともに、財源の効果的

かつ効率的な活用を図らなければならない。 

３ 市長等は、市が保有する財産の適正な管理及び効率的な運用を図ら

なければならない。 

４ 市長は、財政状況及び財産の保有状況を分りやすく公表しなければ

ならない。 

   第５章 情報共有 

 （情報の公開及び共有） 

第１７条 市は、別に条例で定めるところにより、市民の知る権利を保

障し、保有する情報を公開しなければならない。 

２ 市は、市民の参画及び市民との協働によるまちづくりを推進するた

めに、積極的に情報の発信を行い、市民及び市がまちづくりに関する

情報を共有できるよう努めなければならない。 

 （個人情報の保護） 

第１８条 市は、別に条例で定めるところにより、個人情報の適正な取

扱いに関し必要な事項を定めるとともに、市が保有する個人情報の開

示、訂正等の権利を保障することにより、公正な市政の運営を確保し、

市民の基本的人権を擁護しなければならない。 

   第６章 参画及び協働の仕組み 

 （参画及び協働の推進） 



第１９条 市長等は、市民の参画を推進しなければならない。 

２ 市長等は、市民との協働を推進するに当たり、市民の公益的活動を

積極的に支援するよう努めるものとする。この場合において、市長等

の支援は、市民の自主性を損なうものであってはならない。 

３ 市民の参画の具体的な方法及び協働の推進に関し必要な事項につい

ては、別に条例で定める。 

 （附属機関等の委員の選任） 

第２０条 市長等は、附属機関及びこれに類するものの委員を選任をす

るときは、その委員の一部を公募により選任するよう努めなければな

らない。 

 （パブリック・コメント手続） 

第２１条 市長等は、別に条例で定めるところにより、北本市の全体又

は各分野における基本的な方針を定める計画の策定又は重要な改定及

び条例の制定又は改廃に係る案について、市民が意見を述べることが

できる機会を保障しなければならない。 

（意見、要望等への対応） 

第２２条 市長等は、市民による市政への意見、要望等があったときは、

その内容について必要な調査を行い、迅速かつ適切に対応するものと

する。 

 （地域コミュニティ活動の推進） 

第２３条 市長等は、地域活動の主要な担い手である自治会その他の地

域コミュニティの活動の役割を認識し、その活動を促進するための適

切な施策を講じなければならない。 

（住民投票） 

第２４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、広く市民の

意思を把握するための、住民投票を実施することができる。 

⑴ 法令の定めるところにより、選挙権を有する者の総数の５０分の

１以上の者の連署をもって、その代表者から住民投票に関する条例

の制定の請求があり、当該条例が議決されたとき。 

⑵ 法令の定めるところにより、議会の議員から議員定数の１２分の

１以上の者の賛成を得て住民投票に関する条例の発議があり、当該



条例が議決されたとき。 

⑶ 市長が自ら住民投票に関する条例を発議し、当該条例が議決され

たとき。 

２ 住民投票の実施に関し必要な事項は、それぞれの事案に応じ、前項

の条例で定める。 

３ 市民、議会及び市長は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

第７章 他団体との連携及び協力 

第２５条 市は、共通する課題の解決のために、国及び他の地方公共団

体との連携及び協力に努めなければならない。 

   第８章 実効性の確保 

 （北本市自治基本条例審議会） 

第２６条 北本市自治基本条例審議会は、市長の諮問に応じ、まちづく

りの推進に関する次に掲げる事項について調査審議する。 

 ⑴ この条例の適切な運用に関すること。 

⑵ この条例の見直しに関すること。 

⑶ 前２号に定めるもののほか、まちづくりの推進のため、市長が必

要と認める事項 

（この条例の検証及び見直し） 

第２７条 市長は、この条例を社会、経済等の情勢の変化等に対応させ

るため、必要に応じ、検証及び見直しを行うものとする。 

 

   附 則 

  


